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研究成果の概要（和文）：本研究課題では、災害復旧資料に基づき被災後補修法の実態を明らかにするととも
に、それらの実験検証によって鋼部材の損傷度と目標復旧性能に応じた被災後補修法を構築することを目的とし
て研究を推進した。主に構造実験による検討の結果、鉄骨柱の損傷度に応じて補修材ディテールを選択する被災
後補修法、ターンバックルブレースおよび露出柱脚のアンカーボルトの締め直しによる被災後補修法を構築し
た。また、締め直しについて、錆止め塗料を塗布しておけば、施工性の指標としたトルク係数は安定しており、
現実的な条件下においても締め直しによる被災後補修法が有効であることを示した。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to investigate the actual status of 
seismic repair methods based on disaster restoration information and to establish seismic repair 
methods according to the damage level of steel members and target restoration performance through 
experimental evaluation of these methods. As a result of the structural experiments, a seismic 
repair method that selects details of the repairing plate according to the damage level of steel 
columns and a seismic repair method that retightens turnbuckle braces and anchor bolts of exposed 
column bases were developed. And, the results showed that the seismic repair method by retightening 
was effective even under realistic conditions, because the torque coefficient, which was used as an 
index of workability, was stable when rust-preventive paint was applied.

研究分野： 建築構造・材料

キーワード： 損傷評価　被災後補修　応急復旧　現地調査　構造実験　鉄骨構造

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
建築構造分野では、構造部材・骨組の力学挙動の把握、免震・制振などの高性能な耐震技術の開発、既存建築物
に対する効果的な耐震改修技術の開発・普及、およびそれらの設計法の構築を目指した研究がほとんどである。
このような建築構造分野の多くが取り組んできた都市防災における“予防力”の研究に対して、本研究課題は“
回復力”の研究として「鋼部材の損傷度と目標復旧性能に応じた被災後補修法の構築」を目標としている点に学
術的な特色、および社会的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 建築基準法における耐震設計の最低目標は人命保護であり、塑性変形に立脚した現行の耐震
設計では、大地震時に構造骨組の損傷を許容している。したがって、都市部に大地震が発生すれ
ば、社会・経済活動の場として重要な役割を担っている建築物の多くが損傷し、個々の建築物に
おける損傷は都市全体の機能を低下させ、ひいては甚大な経済損失を引き起こすと考えられる。
都市における地震災害を最小限に抑えるには、個々の建築物の損傷抑制が重要となるが、それと
同時に“損傷した建築物の機能を如何に早く復旧させられるか”を考えておくことも必要である。
つまり、大地震時には構造骨組が損傷を受けることを前提とし、構造部材がどの程度の損傷を受
けたかを速やかに把握し、損失した性能を早急に復旧できる術を有していることも重要である。 
 建築物の地震抵抗力と機能（継続使用性）は、横軸に変形量を共通に用いて図 1のように表せ
る。構造骨組は弾性限を超えた塑性化領域では基本的に補修を要することになるが、特に鋼部材
では“RC 造部材のひび割れ”のような明瞭な損傷指標がないため、これまで国内外では、 
（1）被災状況（塗装剥離、局部座屈変形など）から具体的な残存耐力を推定する方法 
（2）損傷の程度に応じて目標復旧性能を達成させる被災後補修法 

に関する研究がほとんど行われていない。また、建築物の地震被害調査に比べて被災建築物の復
旧過程に関する調査研究は稀少であるため、 
（3）被災建築物の復旧事例・過程を整理した技術資料 

が不足しており、これらが被災後補修に関する研究・発展を妨げている要因であると言える。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究課題では、以上の背景から、復旧資料に基づき被災後補修法の実態を明らかにするとと
もに、それらの実験検証によって鋼部材の損傷度と目標復旧性能に応じた被災後補修法を構築
することを目的とする。これは、被災建築物に対する応急復旧の流れ（図 2）において、被災後
区分判定と復旧計画・工事に相当する。ただし、ここでは骨組全体の補修計画（必要性能や骨組
全体の復旧後性能の評価）は対象とせず、個々の鋼部材に対する補修法を検討する。 

  

 
３．研究の方法 
 本研究課題の目的を達成するための方法として、主には【I. 震災復旧資料による調査】、およ
び、【Ⅱ.構造実験および数値解析による補修効果の検証】の 2種類の方法で研究を遂行した。以
下に方法ごとの詳細を示す。 
【I. 震災復旧資料による調査】 
（I-1）2016 年 熊本地震において被災した屋内運動場の情報と復旧資料の整理を進めた。 
（I-2）2021 年 2 月 13 日に発生した福島県沖地震の被害調査を実施し、東日本大震災にて被災
した屋内運動場を中心に被害調査を行った。 
（I-3）上記の地震被害について、東日本大震災における被災状況、およびその後の復旧過程を
含め、この度の被災状況について整理した。 
【Ⅱ.構造実験および数値解析による補修効果の検証】 
（Ⅱ-1）応募前年(平成 28年度)から実施している「柱を対象とした被災後補修法」について、
構造実験や数値解析による追加検討を行った。 
（Ⅱ-2）引張ブレースの被災後補修技術を対象とし、ターンバックルの締め直しによる方法を想
定した余震を含めた地震応答解析による検討を行い、補修が必要となる余震の大きさ、および余



震に対して補修効果を得るための必要補修量を検討した。 
（Ⅱ-3）上記の検討結果を受け、実際にターンバックルの締め直しによる補修の有効性を確認す
る構造実験を行った。 
（Ⅱ-4）ブレースと同様、地震時の被害が散見される露出柱脚に着目し、露出柱脚の残存耐力お
よび被災後補修に関する構造実験を行った。 
（Ⅱ-5）ターンバックルブレース、露出柱脚に対する締め直しによる被災後補修について、より
現実的な条件下における締め直しの施工性について、要素実験による検討を行った。ボルトの呼
び径に加え、塗装の有無、外気下における錆の有無などをパラメータとし、トルク係数を施工性
の指標にした実験を計画した。 
 
４．研究成果 
前章で述べた 2種類の方法に応じた研究成果を以下に示す。 

【I. 震災復旧資料による調査】 
（I-1）ブレースに関する被害事例に着目して調査を進め、付加応力によってガセットプレート
の溶接部が破断した事例を発見し、実験にて扱っている付加応力の推定が重要であることが明
らかとなった。また、1978 年宮城県沖地震、および 2011 年東北地方太平洋沖地震等の地震被害
調査を含めた比較から、ブレースの被害事例の変遷を整理し、破断被害から残留たわみへと、そ
の様相が変化している傾向を得た。また、1978 年当初でも復旧方法として、ターンバックルの
締め直しが選択されていたことが分かった。 
（I-2）2021 年 2 月 13 日に発生した福島県沖地震の被害調査より、福島県某市において大きな
被害が生じていたことが明らかとなり、東日本大震災後の市内の補修状況についてヒアリング
調査を実施した。その結果、被災後補修として新たに設置した鉛直ブレースに破断被害が生じて
いることが明らかとなった。 
（I-3）東日本大震災における被災状況、およびその後の復旧過程を含めて整理した結果、1963
～72 年建築かつ「中破」以上の被災度区分に判定された建物が改築に至っていた（図 3）。また、
応急復旧した非構造部材には 2011 年と同様の損傷が繰り返し発生しており、現状復旧に代わる
方法の議論が必要であることが浮き彫りとなった。一方、内外壁のラスモルタルをガルバリウム
鋼板に張り替えた建物では、被害の軽減効果が確認できた。構造被害としてはキールトラス構造
では新たに追加した鉛直ブレースの破断被害が生じており、当該構造形式における復旧方法の
課題が明らかとなった。 

 
（a）2011 年 東北地方太平洋沖地震の被害    （b）2021 年 福島県沖地震での被害 
図 3 2021 年 福島県沖地震における福島県某自治体の被害と東北地方太平洋沖地震から変遷 

 
【Ⅱ.構造実験および数値解析による補修効果の検証】 
（Ⅱ-1）柱の損傷度と補修材ディテールに応じて得られる補修効果を整理し、被災後補修設計法
としてまとめた。 
（Ⅱ-2）数値解析による検討結果より、大多数の余震（本震の 25%以下の強さ(PGV)）では最大
変形の増加が見られないことから緊急の被災後補修は必要ないことが分かった（図 4）。また、
それ以上の余震については余震の大きさに応じて必要となる補修量（ターンバックルの締め直
しを行うべき数量）を提示することができた。 
（Ⅱ-3）ターンバックルの締め直しによる補修効果に着目した実験の結果より、多数回の塑性変
形を経験してもターンバックルの締め易さ（トルク係数値）が変化することはなく、耐力と剛性
（除荷剛性）の回復を確認することができた。また、ターンバックルブレースの変形に伴う付加
応力についても検討を行い、それらを予測できる力学モデルを構築した。さらに、締め直し後の
耐力上昇を地震時に現れる残留たわみと関係づけ、補修前に耐力上昇を予測できる方法を構築
した。また、ターンバックルブレースの変形に伴う付加応力については、主として引張力と偏心
距離に起因する力学モデルを構築し、実験結果との比較から、その妥当性を示すことに成功した。
特に、設計時における偏心距離の影響は大きくなく、むしろ羽子板とガセットプレートの板厚の
差に起因する偏心距離が重要であることが分かった。 



（Ⅱ-4）露出柱脚の破壊モードとして基礎コンクリートのコーン状破壊に対象を絞り、その残存
耐力を推定できる力学モデルを構築し、実験結果から妥当性を確認することができた。また、柱
型のせん断補強筋については、コーン状破壊耐力への影響は小さいが、残存耐力を上昇させるこ
とが分かった。一方、柱型主筋については、コーン状破壊による最大耐力の向上に寄与すること
が分かった。さらに塑性変形の生じたアンカーボルトに対して、締め直しによる被災後補修の有
効性を確認することができた。 
（Ⅱ-5）現実的な条件下における締め直しの施工性について検討するため、ボルトの呼び径、塗
装の有無、外気下における錆の有無をパラメータとして実験を実施した。錆止め塗料を塗布して
おけば、いずれの場合も施工性の指標としたトルク係数は安定しており、現実的な条件下におい
てもアンカーボルト等の締め直しは有効な補修方法であることが分かった（図 5）。 
 

 

（a）余震による変形増大 R*/R0_maxと余震倍率β    （b）余震倍率と実際の頻度 
図 4 余震による変形増大（0.25 以下だと増大しない）と実際の余震倍率 

 

 
図 5 締め付けトルク Tと導入軸力 Nの関係（新品と暴露後の比較） 
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